
欧州　
～英国のＴＰＰ加盟なぜ？～ 

　英国が近く環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）に加盟する。
欧州の一員である英国がなぜＴＰＰに参加するのか、読者
は疑問に思うかもしれない。英国が欧州連合（ＥＵ）からの
離脱を決めた際、グローバル化に逆行する動きとして批
判された。だが、元々自由貿易志向が強い英国は、ＥＵに
いることこそが自由貿易の障害になっていると主張して
きた。離脱後の英国は、「開かれた英国（グローバル・ブリ
テン）」を国家戦略に掲げ、ＥＵの一員としては実現できな
かった国や地域とも自由貿易協定（ＦＴＡ）を締結すること
を目指している。その際に重視したのが、成長著しいアジ
ア地域と、歴史的な関係が深い英連邦（コモンウェルス）
諸国、そして最大の貿易相手国である米国だった。
　実際、離脱後の英国は、日本と経済連携協定（ＥＰＡ）、シ
ンガポールとデジタル分野の協力協定、オーストラリア、
ニュージーランドとＦＴＡを締結した。英国はインド太平洋
地域に大英帝国の遺産としての海外領土を持ち、安全保
障の観点からも同地域でのプレゼンス拡大に意欲を見せ
ている。英米豪３ヶ国による軍事同盟（AUKUS）の締結や
空母派遣などは、こうした目的を反映したものだ。しかも、
ＴＰＰ加盟国の半分以上がコモンウェルス諸国で、英国のＴ
ＰＰ参加は理に適っている。

環太平洋を超えた広域自由貿易圏が誕生

　英国と日本はＥＰＡを締結しており、英国のＴＰＰ参加に
よって、日本の自由貿易圏が拡大する訳ではない。だが、
インド太平洋地域の安定や経済発展で、日英間の利害は
一致する。地域の枠組みを超えたＴＰＰの拡大は、ルール
に基づく自由貿易推進やグローバル経済の立て直しにつ
ながる可能性を秘めている。超大国に対抗するうえでも、
英国などミドルパワーとの連携が重要となろう。
　ＴＰＰには現在、中国、台湾、エクアドル、コスタリカ、ウル
グアイが加盟を申請している。英国の加盟が呼び水とな
り、さらに多くの国がＴＰＰ参加を目指す可能性がある。今
回の英国の加盟交渉では、農業分野を含めた高い関税撤
廃率、投資、サービス、貿易円滑化、労働分野での厳しい
ルールの採用が求められた。今後、加盟を求める国々に
も同様の基準が適用されよう。不透明な政府補助金や技
術流出の問題もあり、中国のＴＰＰ加盟のハードルは高い。
台湾の加盟には、「１つの中国」を標榜する中国の反発が
予想される。バイデン政権の支持基盤である労働組合の
反対もあり、米国の早期復帰は今のところ望めそうにな
い。英国の加盟や今後のＴＰＰ拡大をきっかけに、参加しな
いことによるデメリットの方が大きいとの、米国世論の変
化に期待したい。

英国に次ぐ加盟国拡大の行方は？

経済調査部　主席エコノミスト　田中 理（たなか おさむ）

資料1 ＴＰＰの現加盟国

（出所）第一生命経済研究所が作成

資料2 ＴＰＰ加盟国の世界ＧＤＰに占めるシェア

（注）2022年、購買力平価ベースのＧＤＰ
（出所）国際通貨基金資料より第一生命経済研究所が作成
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